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[決算残高と法人税申告書(別表5の2(1)付表1等)の整合性チェック]ＲＰでは、決算書の「未払法人税等」など

の金額と申告書の「納税充当金」などの金額を比較することで、決算残高と法人税申告書の整合性をチェックで

きます。

[決算残高と法人税申告書(別表5の2(1)付表1等)の整合性チェック]ＲＰ(メニュー401)

当ＲＰは、管理者(連結納税マスターの登録権限を有するユーザ)が、メニュー108＞[連結法人税ＲＰの入力制

御に関する設定②]タブで当機能を[利用する]と選択している場合に入力できます。

ポイント 整合性チェックの[差異]又は[その他]欄が「ゼロ」となっているかを確認してください。

[差異]欄がゼロ(差異が生じる場合は、[差異の内訳]欄を入力して[その他]欄をゼロにする)でない場合、

連結法人税ＲＰの確定処理が行えませんので、ご注意ください。

(1) [貸借対照表(未払法人税等、未払金、未収入金)]タブ

① [貸借対照表]

[当期末残高]欄に自社の貸借対照表の金額を入力します。

② [別表5の2(1)付表1]

[401.当期純利益・租税公課納付状況等の入力]メニューの[当期利益と納税充当金等]ＲＰ、[連結法人税個別

帰属額等]ＲＰで入力した金額を基に自動表示されます。

③ [差異]欄

上記①と②の差異を確認してください。差異が発生している場合は、当画面とメニュー401、403の入力内容

を確認し、必要に応じて修正してください。それぞれの入力内容に問題がないにもかかわらず、差異が生じて

いる場合は、[差異の内訳]欄で差異の内訳を入力してください。

④ [差異の内訳]欄

やむを得ない事情で差異が発生している場合は、差異の内訳を入力し、[その他]欄を０円にしてください。[そ

の他]欄が０円でない場合は、連結法人税ＲＰを確定できません。

⑤ [充当金確認]ボタン、[計算内訳確認]ボタン

画面上部の[充当金確認]ボタン、または納税充当金欄の[計算内訳確認]ボタンをクリックすると、仮計算処

理を行うことなく別表5の2(2)付表の[納税充当金の計算]欄の内容が確認できます(詳細は116頁参照)。
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(2) [損益計算書(法人税、住民税及び事業税・法人税等調整額)]タブ

① [損益計算書]

[当期末残高]欄に自社の損益計算書の金額を入力します。

② 別表4の2付表

[401.当期純利益・租税公課納付状況等の入力]メニューの[当期利益と納税充当金等]ＲＰ、[連結法人税個別

帰属額等]ＲＰで入力した金額を基に自動表示されます。

③ [差異]欄

上記①と②の差異を確認してください。差異が発生している場合は、当画面とメニュー401、403の入力内容

を確認し、必要に応じて修正してください。それぞれの入力内容に問題がないにもかかわらず、差異が生じて

いる場合は、[差異の内訳]欄で差異の内訳を入力してください。

④ [差異の内訳]欄

やむを得ない事情で差異が発生している場合は、差異の内訳を入力し、[その他]欄を０円にしてください。[そ

の他]欄が０円でない場合は、連結法人税ＲＰを確定できません。

【差異が発生した場合の入力例】

所得税額控除や外国税額控除がある場合や、中間申告分の連結法人税・地方税額を損金経理(納税充当金を経

由しない)した場合は、差異が発生します。その場合、[差異の内訳]欄に当該金額を入力し、[その他]欄の金額

が０円となるよう調整を行う必要があります。

(入力例)源泉所得税(30,000)が発生し、所得税額控除を受ける場合

(会計処理)

(借)法人税、住民税及び事業税 30,000 (貸)受取配当 30,000(源泉所得税)

(借)法人税、住民税及び事業税 90,000 (貸)未払金 90,000(連結法人税個別帰属額)

(1) 損益計算書 (2) 別表4の2付表 差異

法人税、住民税及び事業税(Ａ) 120,000 損金経理をした連結法人税個別帰属額等 90,000

(Ａ)+(Ｂ) 120,000 計(1-2+3-4) 90,000 (ｳ)30,000

(1)法人税、住民税及び事業税等(上記(Ａ)+(Ｂ))

差異 (ｳ) 30,000

差 源泉所得税 30,000 要入力
異
の

内
訳 その他 0 ０になる事を確認
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